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■民間部門への外貨割り当て制限により国内
経済は低迷
IMFによると、2014年の実質GDP成長率はマイナス
4.0％と前年実績（1.3％）に比べて大きく落ち込んだ。こ
れは、原油価格下落や対外債務支払い増加による外貨不
足がさらに深刻化し、民間企業への輸入決済用外貨の供
給が厳しく制限された結果、輸入原材料が不足して国内
の生産活動が著しく停滞したことによる。ベネズエラ中
央銀行、国家統計院（INE）は2014年第3四半期以降、主
要経済統計の公表を停止しているため、経済の実態把握
が困難になっている。2014年第3四半期までの実質GDP
成長率を需要項目別にみると、政府最終消費支出を除く
全ての項目で前年同期の水準を下回った。成長率押し下
げの寄与度は、国内総固定資本形成、民間最終消費支出、
財貨・サービスの輸出の順に高い。外貨不足による輸入

制限と物不足により投資活動および消費が冷え込んだ。
小売店に食料品などの価格統制品が入荷した途端に行列
ができるなど物不足は深刻化している。外貨獲得源であ
る原油・石油製品の輸出は、原油価格の低下を背景に落
ち込んだ。経済低迷の影響から失業率は前年比0.5ポイン
ト上昇し、8.0％に悪化した。また、国内に流通する財・
サービスが減少する一方で、財政赤字をファイナンスす
るために通貨供給量を増やした結果、消費者物価上昇率
は前年比68.5％と前年の56.2％から12.3ポイント悪化した。
2014年後半から始まった原油価格下落が2015年から実
体経済に影響を与え始めている。IMFは、原油価格が上
向かない前提で、2015年のベネズエラの実質GDP成長率
をマイナス7.0％、消費者物価上昇率を94.9％と2014年よ
りもさらに厳しい見通しを示している（2015年4月時点）。

■ 複雑な外貨制度により国内経
済が混乱
ベネズエラは2003年2月から為替管理
を行っており、輸入決済用外貨の調達、
海外への配当金送金などには原則として
政府の許可が必要となる。同国には1ド
ル＝6.30ボリバルの固定為替レート、政
府が為替レートの決定に介在して競売形
式で外貨を供給する1ドル＝約12ボリバ
ルのSICAD（シカッド）、需給により為

ベネズエラ Bolivarian Republic of Venezuela
2012年 2013年 2014年

①人口：3,046万人（2014年） ④実質GDP成長率（％） 5.6 1.3 △4.0
②面積：91万6,445km2 ⑤消費者物価上昇率（％） 20.1 56.2 68.5
③１人当たりGDP：6,757米ドル ⑥失業率（％） 7.8 7.5 8.0
 （2014年） ⑦貿易収支（100万米ドル） 38,001 35,939 n.a.

⑧経常収支（100万米ドル） 11,016 5,327 8,865
⑨外貨準備高（100万米ドル） 29,887 21,478 22,077
⑩対 外債務残高（グロス） 
（100万米ドル）

115,495 116,128 n.a.

⑪為 替レート（１米ドルにつき、 
ボリバル、期中平均）

4.30 6.30 6.30

〔注〕 ①③⑥⑧と④の2013、14年は推計値、⑦：国際収支ベース（財のみ）、⑨：マクロ安定化基金（FEM）を含まない、⑪：ベネズエラでは為替
管理制度に基づき固定相場が採用されており、2013年2月から1ドル＝6.30ボリバル

〔出所〕①③④⑥⑧：IMF、②：国家統計院（INE）、⑤⑦⑨～⑪：ベネズエラ中央銀行

2014年の実質GDP成長率はマイナス4.0％と前年実績（1.3％）を大きく下回った。チャベス前大統領死去後の政治の混乱に
原油価格の下落が加わり、経済は厳しさを増した。原油・石油製品の輸出減などにより外貨収入が減少した結果、民間部門へ
の輸入決済用外貨の供給が制限されて輸入が減少、国内の生産活動が著しく停滞した。物不足と通貨供給量増加により消費者
物価上昇率は前年の56.2％を上回る68.5％を記録した。非石油部門の輸出は増加したが、厳しい投資環境を背景に直接投資
として新規登録された企業数は14社にとどまった。

表１　ベネズエラの需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2013年 2014年 2014年
Q1 Q2 Q3 Q4

実質GDP成長率 1.3 n.a. △4.8 △4.9 △2.3 n.a.
民間最終消費支出 4.7 n.a. △4.1 △4.3 △1.6 n.a.
政府最終消費支出 3.3 n.a. 0.2 △0.0 2.0 n.a.
国内総固定資本形成 △9.0 n.a. △27.5 △18.0 △9.3 n.a.
財貨・サービスの輸出 △6.2 n.a. △6.6 △8.9 △2.7 n.a.
財貨・サービスの輸入 △9.7 n.a. △29.0 △18.4 △5.2 n.a.

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕ベネズエラ中央銀行
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替レートが決定する変動制の1ドル＝約200ボリバル
（2015年6月時点）のSIMADIの三つの公式為替レートが
ある。財によって輸入決済用外貨の調達に適用する為替
レートが異なり、基礎食料品や医薬品などの生活必需品
にはボリバル高の固定為替レートが適用される。ボリバ

ルが過大評価されているため輸入品の価格が低く抑えら
れ、貧困層でも生活必需品を安価に入手できる仕組みだ。
SICADは、生活必需品より優先度は落ちるが、産業振興
や雇用維持のために政府が必要と考える財・サービスの
輸入に適用される。具体的には製造業に必要な部品・原
材料、医療機器の輸入、ベネズエラ人がベネズエラ国内
で発行されたクレジットカードを外国旅行で使用する際
に適用される。SIMADIは、外貨の使途に制限がない2015
年2月に導入された新しい制度だ。それ以前は、用途に
制限はないが為替レートの決定に中銀が介在する
SICAD IIという制度が存在しており、為替レートは1ド
ル＝50ボリバル前後で推移していたが、SIMADIの導入
に伴い運用が停止された。マルコ・トーレス経済財務公
共銀行相は、SIMADI運用開始の目的を政府管理外の実
勢レートを撲滅するためと発言、SIMADIの導入は実質
的な通貨切り下げとなった。
現行為替制度の運用については、さまざまな問題が指
摘されている。根本的な問題として、民間部門に供給す
る外貨が不足している。外貨の供給源は原則、中銀の外
貨準備だが、2014年12月末時点の外貨準備高は約221億
ドル、そのうち約7割を流動性に乏しい金で保有してい
る。流動性の高い現預金・有価証券は前年比で倍近く増
加したものの、約31億ドルで外貨準備高の14.1％にとど
まっている。これは、10億ユーロの国債の償還を2015年
3月に控え、民間部門への外貨供給量を減らして支払い
用の資金を留保したためとみられ、外貨供給余力は乏し
い。2015年6月3日時点の外貨準備高は168億9,400万ド
ル（暫定値）で、外貨不足が一段と深刻になっている。
加えて、三つある為替レートの適用対象となる輸入財の
対象物品が不明瞭で、手続きに混乱が生じている。

■国内産業は原材料の在庫不足により低迷
2014年は民間企業にとって厳しい年となった。ベネズ
エラ工業連合会（CONINDUSTRIA）が2015年第1四半
期に加盟企業に対して行ったアンケート調査（複数回答）
によると、円滑な生産活動の阻害要因について原材料不
足と外貨不足と回答した企業がともに88%、次いで政治
不安が87％となった。本来の生産能力に対する工場稼働
率は平均47.1％で、2003年第3四半期以降の最も低い水
準となった。原材料の在庫不足は深刻で、71％の企業は
在庫が減少したと回答している。製造用原材料の多くは
SICADの競売により決済用外貨を調達することになる
が、2014年10月以降、SICADによる外貨競売が実施さ
れておらず、原材料の在庫不足は深刻な問題になってい
る。自動車産業では組み立て部品の不足を理由に一時的
な操業停止が頻発した。民間自動車アッセンブラー7社

表2　ベネズエラ中央銀行の外貨準備高
（単位：100万ドル、％）

外貨準備高（各期末値） 現預金・
証券割合合計 金 現預金

・証券 SDR＊1 その他＊2

2012年 1Q 27,587 20,106 3,101 3,469 911 11.2
2Q 28,424 19,427 4,694 3,398 905 16.5
3Q 25,887 19,248 2,242 3,453 944 8.7
4Q 29,887 19,987 5,468 3,441 991 18.3

2013年 1Q 27,101 19,748 3,025 3,350 978 11.2
2Q 25,801 18,074 3,374 3,368 985 13.1
3Q 23,044 16,265 2,349 3,435 995 10.2
4Q 21,478 15,440 1,563 3,478 997 7.3

2014年 1Q 21,945 15,151 2,304 3,491 999 10.5
2Q 21,601 15,240 1,869 3,492 1,000 8.7
3Q 21,346 14,940 2,078 3,349 979 9.7
4Q 22,080 14,621 3,103 3,271 1,085 14.0

2013年／14年
伸び率（各4Q） 2.8 △5.3 98.5 △6.0 8.8

〔注〕＊1　IMF特別引出権。
　　 ＊2　 「ラテンアメリカ準備基金」「IMFのリザーブポジション」

など。
〔出所〕ベネズエラ中央銀行

表3　ベネズエラの品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万ドル、％）

輸出（FOB）
2013年 2014年
金額 金額 構成比 伸び率

化学品 996 1,179 43.1 18.3
鉱物性生産品 332 665 24.3 100.5
卑金属・同製品 449 226 8.3 △49.7
真珠・貴石・貴金属類 0 172 6.3 263万倍
輸送機器・同部品 109 155 5.7 41.7
機械類・電気機器・同部品 63 108 4.0 71.1
プラスチック・ゴム製品 36 83 3.0 129.7
皮革製品・バッグ類 25 37 1.4 51.5
光学機器・医療用機器・時計・楽器 10 22 0.8 109.0
動物性生産品 15 19 0.7 30.2
その他 66 69 2.5 4.9
合計 2,100 2,734 100.0 30.2

輸入（CIF）
2013年 2014年
金額 金額 構成比 伸び率

機械類・電気機器・同部品 12,428 9,398 24.3 △24.4
化学品 7,509 6,506 16.8 △13.4
卑金属・同製品 4,315 3,800 9.8 △11.9
調製食料品・飲料・たばこ類 2,735 2,911 7.5 6.4
動物性生産品 3,716 2,786 7.2 △25.0
植物性生産品 2,569 2,207 5.7 △14.1
輸送機器・同部品 2,390 2,080 5.4 △13.0
プラスチック・ゴム製品 2,100 1,960 5.1 △6.7
鉱物性生産品 1,298 1,577 4.1 21.5
繊維製品 1,359 1,200 3.1 △11.7
その他 5,330 4,212 10.9 △21.0
合計 45,751 38,635 100.0 △15.6
〔注〕輸出は非石油部門のみ。
〔出所〕国家税関徴税統合庁（SENIAT）（2015年6月4日時点）
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が加盟するベネズエラ自動車会議所（CAVENEZ）によ
ると、2014年の自動車生産台数は7社合計で前年比
72.5％減の1万9,759台と大きく落ち込んだ。2015年1～4
月の生産台数は反動で前年同期比83.1％増の7,690台に増
加したが、それでも2013年以前と比べれば低い水準だ。
自動車産業では中長期的な計画に基づいて工場が稼働し
ているため、政府の外貨繰りに生産計画が振り回される
ベネズエラでの事業は極めて難しい。2015年に入り、米
フォード・モーターが外貨建てでの自動車の国内販売に
ついて政府と交渉を進めている。外貨不足の問題は他の
業界にも及んでいる。外国の航空会社は、航空券販売で

得た現地通貨建て収入を外貨に交換でき
ないことから、2014年以降、国際線の航
空券の販売はドル払いが基本となってい
る。その他、住宅の賃借料などもドル払
いが一般的になっている。経済のドル決
済化が進むこと、およびそれが日常生活
へ及ぼす影響について国民の不安が広
がっている。

■ 為替制度の変更により非石油
部門の輸出が増加
ベネズエラでは石油部門の通関統計が
公表されていないため、同部門を含んだ
通関ベースの輸出総額は不明だが、国家
税関徴税統合庁（SENIAT）によると、
2014年の輸出（非石油部門のみ）は前年
比30.2％増の27億3,400万ドル、輸入は
15.6％減の386億3,500万ドルとなった。
輸出を品目別にみると、多くの品目で
増加した。最も輸出額が伸びたのは鉱物
性生産品で、前年比2.0倍の6億6,500万
ドルと大きく増加した。次いで最大シェ
アを持つ化学品も肥料の輸出が伸びて
18.3％増の11億7,900万ドルとなった。真
珠・貴石・貴金属類の輸出の拡大も、輸
出額を押し上げた。輸出が伸びた背景に
は輸出で得た外貨の輸出者保有限度枠の
拡大があるとみられる。2014年3月以前
は、石油部門など一部の産業を除く輸出
者は、輸出で得た外貨の40％までを輸出
にかかった経費を賄う目的で保有するこ
とができ、残りの60％を1ドル＝6.30ボ
リバルの固定為替レートで中銀に売却す
ることが義務付けられていた。しかし、
2014年3月にSICAD IIが導入されると、

輸出で得た外貨の保有限度が60％まで拡大され、売却
レートも売却日のSICAD IIの平均為替レートとされた。
この制度変更により、輸出者はより多くの外貨を保有す
ることが可能になり、かつ外貨売却益も増えた。これが
輸出インセンティブとして働き、輸出を増加させたと考
えられる。
輸入を品目別にみると、外貨不足により多くの品目で
前年の輸入水準を下回った。減少額の大きい順にみると、
機械類・電気機器・同部品は、前年比24.4％減の93億
9,800万ドルと大きく減少、次いで化学品が13.4％減の65
億600万ドルとなった。一方、調製食料品・飲料・たば

表4　ベネズエラの主要国・地域別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万ドル、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2013年 2014年 2013年 2014年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

アジア・大洋州 313 238 8.7 △24.0 9,907 7,368 19.1 △25.6
日本 1 2 0.1 70.1 442 289 0.7 △34.7
中国 254 168 6.1 △33.9 7,645 5,579 14.4 △27.0
韓国 46 1 0.0 △97.2 296 210 0.5 △29.1
ASEAN 1 7 0.3 688.5 324 290 0.8 △10.5
ベトナム 0 5 0.2 3578.3 18 35 0.1 93.6
タイ 0 1 0.0 621.3 129 75 0.2 △42.1
シンガポール 0 1 0.0 113.6 52 88 0.2 69.4
マレーシア 0 0 0.0 73.5 56 32 0.1 △43.0
インド 3 36 1.3 1129.4 272 284 0.7 4.4
オーストラリア 0 0 0.0 65.4 10 11 0.0 3.4

EU28 453 518 18.9 14.4 6,276 5,378 13.9 △14.3
オランダ 196 221 8.1 12.7 306 413 1.1 34.9
フランス 13 55 2.0 311.8 561 471 1.2 △16.2
英国 4 47 1.7 984.4 494 389 1.0 △21.2
スペイン 38 19 0.7 △50.0 1,020 947 2.5 △7.1
イタリア 35 18 0.7 △47.8 1,144 983 2.5 △14.0
ドイツ 20 5 0.2 △73.0 1,295 1,040 2.7 △19.6
ポルトガル － 3 0.1 全増 407 314 0.8 △22.9

その他欧州 11 177 6.5 1556.0 633 579 1.5 △8.5
ロシア － 6 0.2 全増 254 287 0.7 12.9

中東 43 57 2.1 33.9 290 166 0.4 △42.8
湾岸協力会議（GCC） 9 44 1.6 374.9 68 33 0.1 △51.0

北米（NAFTA） 600 804 29.4 33.9 13,288 11,788 30.5 △11.3
米国 550 765 28.0 39.0 10,377 9,447 24.5 △9.0
カナダ 42 30 1.1 △29.4 2,232 1,717 4.4 △23.1
メキシコ 8 10 0.4 18.2 679 625 1.6 △8.0

アフリカ 5 2 0.1 △63.7 65 36 0.1 △45.4
中南米 625 754 27.6 20.7 14,825 12,188 31.5 △17.8
メルコスール 209 309 11.3 47.8 7,056 6,411 16.6 △9.1
ブラジル 173 296 10.8 71.4 4,503 3,923 10.2 △12.9
アルゼンチン 34 9 0.3 △73.1 1,913 1,952 5.1 2.1
ウルグアイ 1 3 0.1 130.6 593 494 1.3 △16.7
コロンビア 236 285 10.4 20.7 2,258 2,217 5.7 △1.8
チリ 56 38 1.4 △31.1 607 508 1.3 △16.3
ペルー 12 12 0.4 △6.8 605 353 0.9 △41.7
エクアドル 14 9 0.3 △33.0 988 555 1.4 △43.9
パナマ 7 7 0.2 △7.6 910 833 2.2 △8.4
キューバ 7 4 0.2 △35.5 1,146 324 0.8 △71.7
ニカラグア 0 2 0.1 3314.0 433 340 0.9 △21.6

その他 50 183 6.7 266.0 466 1,133 2.9 142.9
合計 2,100 2,734 100.0 30.2 45,751 38,635 100.0 △15.6
〔注〕①輸出は非石油部門のみ。
　　 ②地域分類は北米、中南米を除いて日本の外務省基準に基づく。
〔出所〕国家税関徴税統合庁（SENIAT）（2015年6月4日時点）
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こ類と鉱物性生産品がそれぞれ前年比
6.4％増の29億1,100万ドル、21.5％増の15
億7,700万ドルと伸びた。食料品は重要品目
として食糧輸入公社が輸入を主導しており、
優先的に外貨が割り当てられたため輸入が
増えた。また、ベネズエラは石油輸出国で
あるものの、国内の精製分で国内消費の全
量を賄うことができないことから石油製品
を輸入しており、鉱物性生産品の輸入も伸
びた。
仕向け地別輸出額は、前年と同様に米国

が1位、それにブラジル、コロンビアが続
く。特に米国、ブラジル向けの伸びが輸出
額全体を押し上げた。一方、中国向けは前
年比で2桁減となった。韓国向けも大きく
落ち込み、輸出額を押し下げた。輸入は、
米国が1位、中国、ブラジルと続く。中国、
米国、中南米からの輸入の落ち込みが大き
く、輸入額全体を押し下げた。

■ 石油輸出は引き続き米国向けが
首位を維持
石油部門の仕向け国・地域別輸出統計は
INEから発表されていないため、輸出主要
相手国の統計でベネズエラ産原油および石
油製品の輸入額をみる。ベネズエラ最大の
輸出相手国は前年に引き続き5割弱を占め
る米国で、輸入額は288億5,900万ドルと前
年の307億9,500万ドルから6.3％減少した。
2位のインドは2割を占め、前年比11.9％減
の131億3,500万ドル、ベネズエラに対して多額の貸し付
けをしている中国は2割弱を占め、13.1％減の109億5,800
万ドルであった。生産設備の老朽化による産油量の減少、
2014年後半からの原油価格下落により、ベネズエラの原
油・石油製品輸出額はほぼ全ての国で前年より減少した。
国営石油公社PDVSAの「年間業務報告書2014」によ

ると、2014年の原油・石油製品（石油精製品および液化
天然ガス）の輸出量は日量236万バレルで、前年（日量
243万バレル）と比べて2.9％減少した。米国向けが前年
比0.9％減の84万バレル、インド向けが3.0％増の42万バ
レル、カリブ海の蘭領キュラソー向けが8.7％増の19万
バレルと続く。政治・経済的な結び付きが強いキューバ
向けは9.5％減の9万5,000バレルだった。中国向けは32
万バレルで、12.5％減少した。ベネズエラは、中国から
の借入金を原油あるいは石油製品の輸出で代物返済して
いるが、返済に充てられる原油・石油製品の輸出は、中

国石油天然気集団公司（CNPC）向けであれば仕向け地
が中国である必要はない。従って中国を仕向け地とする
輸出量の減少が返済の停滞を意味しているわけではな
い。

■投資は減少する一方で借入金は増加
2015年6月時点で2014年の国際収支統計が公表されて
いないため、2014年の対内直接投資額は不明だが、外国
投資監督局（SIEX）によると、新規登録された外国企業
は前年比4社増の14社で、投資額は4,933万ドルだった。
投資分野は不動産、金融サービスおよびその他サービス、
卸売業など。主要な投資元はコロンビア、米国、スペイ
ン、ケイマン諸島、パナマ、キューバなどだった。なお、
2013年11月から12月にかけてLG電子（韓国・電気機器
製造）、PSAプジョー・シトロエン（フランス・自動車製
造）、ナビスター（米国・トラック製造）、マベ（メキシ

表5　主要国・地域のベネズエラからの原油・石油製品輸入額
（単位：100万ドル、％）

2013年 2014年
輸入額 輸入額 構成比 伸び率原油 石油製品 原油 石油製品

アジア・大洋州 34,166 26,149 8,016 29,444 22,545 6,899 46.6 △13.8
日本 477 477 ‒ 275 275 ‒ 0.4 △42.3
中国 12,613 10,209 2,405 10,958 8,343 2,616 17.3 △13.1
韓国 ‒ ‒ ‒ 4 ‒ 4 0.0 全増
シンガポール 5,586 ‒ 5,586 4,212 ‒ 4,212 6.7 △24.6
マレーシア 550 550 ‒ 859 859 ‒ 1.4 56.1
インド 14,913 14,913 ‒ 13,135 13,068 67 20.8 △11.9
EU28 3,527 3,507 20 3,125 2,922 202 4.9 △11.4
スペイン 1,575 1,575 ‒ 1,660 1,643 17 2.6 5.4
スウェーデン 663 663 ‒ 665 665 ‒ 1.1 0.3
オランダ 426 426 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ 全減
英国 329 329 ‒ 319 269 50 0.5 △3.0
ドイツ 273 273 ‒ 29 ‒ 29 0.0 △89.5
ベルギー 257 241 16 372 346 26 0.6 44.6
フランス 2 ‒ 2 40 ‒ 40 0.1 2,187.8
北米（NAFTA） 31,123 28,086 3,037 28,861 25,888 2,974 45.7 △7.3
米国 30,795 27,769 3,025 28,859 25,888 2,971 45.7 △6.3
カナダ 316 316 ‒ 2 ‒ 2 0.0 △99.2
メキシコ 12 ‒ 12 ‒ ‒ ‒ ‒ 全減
アフリカ 6 ‒ 6 7 ‒ 7 0.0 22.3
中南米 3,513 1,452 2,061 1,762 552 1,210 2.8 △49.9
ブラジル 778 107 671 685 ‒ 685 1.1 △11.9
アルゼンチン ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒
エルサルバドル 276 ‒ 276 120 ‒ 120 0.2 △56.6
ガイアナ 212 n.a. 212 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
コロンビア 53 ‒ 53 47 ‒ 47 0.1 △10.4
ボリビア 14 n.a. 14 1 n.a. 1 0.0 △94.9
ドミニカ共和国 1,252 604 649 909 552 358 1.4 △27.4
ジャマイカ 928 742 186 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
合計（その他含む） 72,334 59,194 13,140 63,199 51,908 11,292 100.0 △12.6
〔注〕① 各国統計局による、ベネズエラからの原油（HSコード2709）、石油製品（HS

コード2710）輸入額。キューバ、ウルグアイ、ニカラグアなど一部の国・地
域の統計局のデータは含まれない。

　　 ② 国によって統計方法が異なるため、表内にCIF価格の輸入額、FOB価格の輸
入額などが混在する。

　　 ③地域分類は北米、中南米を除いて日本の外務省基準に基づく。
〔出所〕各国税関データよりジェトロ作成（2015年6月2日時点）
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コ・家電製造）などが国内生産を開始すると政府が発表
したものの、これまでに工場を稼働させたという報道は
ない。この他、自動車産業は厳しい事業環境に置かれて
いるものの、2015年2月にトヨタ自動車がカローラ新型
モデルの生産ラインを稼働させた。
2014年11月に外国投資法が改定され、外国企業の対内

投資の所管は将来的に外国投資監督庁（SIEX）から国家
貿易センター（CENCOEX）に移行することが決まって
いる。新法では投資規制業種が少なくなったものの、政
府の判断により制約を設けられるとされており、今回の
改定により今まで以上に外国投資の保護環境が悪化した
との専門家の意見が大勢を占める。また、新法の運用細
則は公布されておらず過去のものが有効とされているが、
新法と旧法の運用細則が一致しない場合も多く、外国企
業の投資手続きに混乱が生じている。
海外からの投資が減少する一方で、中国からの借り入

れが増えている。2014年にベネズエラは政府間合意によ
り中国から50億ドルの借り入れを実行した。また、2015
年4月にはニコラス・マドゥロ大統領が中国から50億ド
ル追加借り入れを実行したと発言している。
2015年は外貨建てのソブリン債、PDVSA社債の元利

払いおよび借入金返済で100億ドルを超える支払い義務
を負っている。原油価格が下落し外貨の収入が限られる
中、債務返済を履行し、かつ国内経済を維持するため、
政府は中国からの借り入れに加えてPDVSAの米国子会
社による新規社債発行、外貨準備に計上されている金を
担保とした借り入れなど資金確保に奔走している。

■ 日本の対ベネズエラ貿易は原油輸入が大幅減
日本の「貿易統計（通関ベース）」によると、2014年

のベネズエラ向け輸出額は前年比53.0％減の3億1,715万
ドル、輸入額は42.5％減の2億8,633万ドルとなった。貿
易収支はベネズエラ側の赤字で、赤字幅は前年の1億
7,644万ドルから3,082万ドルに大きく縮小した。主要品
目の輸出をみると、乗用自動車、その他の自動車の輸出
が前年比91.8％減と大幅に落ち込み、輸出額全体を押し
下げた。また、自動車部品の輸入減は、国内の生産活動
に深刻な影響を与えた。ベネズエラにはトヨタ自動車の
ほか双日が出資して三菱ブランド車などを組み立てる
MMCの工場があり、日本から基幹部品が輸出されてい
る。2014年は自動車産業に対する輸入代金決済用の外貨
の割り当てが例年より減らされたことから、生産に必要
な部品の日本からの輸出額は減少した。一方で鉄道車両
等の輸出額が6,686万ドルに達し、輸出額を押し上げた。
丸紅がベネズエラ国営鉄道公社（IFE）と車両納入契約
を結び、同契約車両が納品されたためだ。
輸入では、輸入額全体の96.2％を占める原油および歴
青油が前年比42.3％減の2億7,545万ドルとなり、輸入額
全体を押し下げた。カカオ豆は34.4％増の719万ドルと
なった。

■  2015年のテーマは原油価格と国会議員選
挙の行方
強力なカリスマ性で国民から絶大な人気を得たチャベ
ス大統領（当時）の後を受けたマドゥロ政権下で、ベネ
ズエラ経済は浮揚する機会を得られぬまま厳しい状態が
続いている。2015年に入っても原油価格は上向いておら
ず、2015年5月のベネズエラ産原油の平均価格は1バレ
ル56.35ドルで前年同月の97.28ドルから4割以上下落し
た。
また、2015年は国会議員総選挙が実施される予定だ。
国会議員は法律の発効および改定、国会議長や最高裁判
所長官など大統領を除く国家最高権力の承認権限を有す
るため、与野党ともに負けられない選挙となる。高イン
フレ、物不足の悪化に対する国民の不満は拡大しており、
ベネズエラは政治、経済ともに正念場を迎えている。

表6　日本の対ベネズエラ主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：1,000ドル、％）

輸出（FOB）
2013年 2014年
金額 金額 構成比 伸び率

鉄道用、軌道用の客車、貨車 ‒ 66,855 21.1 全増
貨物自動車 108,689 54,218 17.1 △50.1
自動車用部分品および付属品 50,556 30,110 9.5 △40.4
ピストン式火花点火内燃機関 32,307 20,068 6.3 △37.9
乗用自動車、その他の自動車 182,481 15,018 4.7 △91.8
原動機付きシャシー 24,862 12,818 4.0 △48.4
ゴム製の空気タイヤ 11,149 9,077 2.9 △18.6
鉄鋼製の管および中空の形材 4,488 8,875 2.8 97.7
その他窒素官能基を有する化合物 5,879 6,898 2.2 17.3
エンジン用の部品 13,064 5,395 1.7 △58.7
その他 241,227 87,815 27.7 △63.6
合計 674,704 317,147 100.0 △53.0

輸入（CIF）
2013年 2014年
金額 金額 構成比 伸び率

原油および歴青油（原油） 477,439 275,452 96.2 △42.3
カカオ豆 5,349 7,188 2.5 34.4
アルミニウムの塊 5,051 1,324 0.5 △73.8
アルブミン、卵白 184 822 0.3 346.7
スラグ、灰および残留物 ‒ 297 0.1 全増
チョコレート等 180 246 0.1 36.7
乗用自動車その他の自動車 ‒ 163 0.1 全増
エチルアルコールおよび蒸留酒等 261 149 0.1 △42.9
自動車用の車体 ‒ 104 0.0 全増
砂糖菓子 66 81 0.0 22.7
その他 9,731 502 0.2 △94.8
合計 498,261 286,328 100.0 △42.5
〔出所〕財務省「貿易統計」（通関ベース）


